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平成 23 年 7 月 22 日

都道府県医師会 介護保険担当理事 殿

日本医師会常任理事

三 上 裕 司

東日本大震災に関する介護報酬等の請求等の取扱い

（７月サービス提供分）等について

東日本大震災による介護報酬等の請求等に係る６月サービス提供分の取扱いにつきまし

て、本年6月 23日付（介38）「東日本大震災に関する介護報酬等の請求等の取扱い（６月サ

ービス提供分）等について」にてお知らせいたしましたが、今般厚生労働省より本年７月の

介護サービス提供分の報酬請求等の取扱いに関する事務連絡が発出されました。

本年７月の介護サービス提供分の報酬請求については、①災害救助法の適用地域に所在し、

本年３月１２日以降のサービス提供分について概算による請求を行い、さらに４月、５月、

６月のサービス提供分に関する各事務連絡により、４月、５月、６月のそれぞれのサービス

提供分について概算請求を行った介護サービス事業所等に限り、引き続き通常の手続きによ

る請求を行うことが困難な場合、７月サービス提供分についても一か月分を通して概算によ

る請求ができることとされ、②それ以外の場合については通常の方法により請求を行うこと

となります。

また、今回の震災の甚大さに鑑み、当該概算による請求の取扱いにつき、厚生労働省より

各国保連に対し、柔軟な取扱いとするよう指示が出されておりますので、上記①に該当しな

い介護サービス事業所等であって、やむを得ない事情により通常の手続きによる請求を行う

ことが困難で、７月サービス提供分について概算による請求を希望する場合は、各国保連に

ご相談下さいますようお願い申し上げます。

なお、平成23年 8月サービス提供分（9月提出分）以降の介護報酬の請求については、被

災地における介護サービス事業所等の状況に鑑み、原則として概算による請求を行わないこ

ととし、引き続き、通常の手続きによる請求を行うことが困難な場合については、個別に審

査支払機関に相談する取扱いとなる予定となっております。

概算請求を行う場合、および通常の方法により請求を行う場合の取扱いは下記のとおりで



す。

【概算請求を行う場合】

介護サービス事業所等は、やむを得ない事情がある場合を除き、本年８月１０日までに概

算による請求を選択する旨、添付の別紙様式にて国保連に届け出を行い、提出期限に遅れた

ものについては、翌月以降に提出するものとなります。

その際の介護報酬の算出方法は、

平成22年 11月～平成23年 1月までの介護報酬等支払額

×3１日×(1＋0.022）

92日（３ヶ月分の総日数）

となり、当該期間の介護報酬支払実績に基づき各国保連において各事業所の介護報酬を算出

します。

【通常の方法により請求を行う場合】

７月サービス提供分（８月提出分）の請求書の提出期限は、通常どおり、８月１０日とな

ります。

つきましては、災害対応等でお忙しいところ恐縮ですが、貴会におかれましても本内容を

ご了知いただき、貴会傘下の郡市区医師会への周知方宜しくお願い申し上げます。

記

（添付資料）

・東日本大震災に関する介護報酬等の請求等の取扱いについて（７月サービス提供分）

（平23.7.21 厚生労働省老健局介護保険計画課、高齢者支援課、振興課、老人保健課 事務連絡）

以上



事　　務　　連　　絡

平成23年7月21日

各都道府県介護保険担当主管部（局）　御中
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　　　　　　　　　東日本大震災に関する
’介護報酬等の請求等の取扱いについて（7月サービス提供分）

　東日本大震災による介護報酬等の請求等の事務については、「束日本大震災に関する介護

報酬等の請求等の取扱いについて」　（平成23年4月5日付け厚生労働省老健局介護保険計画

課ほか事務連絡。以下「3月サービス提供分事務連絡」という。）、　「東日本大震災に関す

る介護報酬等の請求等の取扱いについて（4月サービス提供分）」　（平成23年4月22日付け

厚生労働省老健局介護保険計画課ほか事務連絡。以下r4月サービス提供分事務連絡」とい

う。）、　r東日本大震災に関する介護報酬等の請求等の取扱いについて（5月サービス提供

分）」　（平成23年5月30日付け厚生労働省老健局介護保険計画課ほか事務連絡。以下「5月

サービス提供分事務連絡』という。）及び「東日本大震災に関する介護報酬等の請求等の取

扱いについて（6月サービス提供分）」　（平成23年6月21日付け厚生労働省老健局介護保険

計画課ほか事務連絡。以下「6月サービス提供分事務連絡』という。）により連絡したとこ

ろですが、平成23年7月サービス提供分の介護報酬等の請求については、下記のとおり取り

扱うこととするので、貴管内市町村、サービス事業者等への周知徹底を図るようよろしくお

願いしたい。

記

1　平成23年7月サービス提供分に係る介護報酬等の請求について

　平成23年7月サービス提供分（8月提出分）に係る介護報酬等の請求については、災害

救助法適用地域（東京都の区域を除く。）に所在し、平成23年3月12日以降にサービス提

供を行い、3月サー・ビス提供分事務連絡により3月f2日以降のサービス提供分について概

算による請求を行い、さらに、4月サービス提供分事務連絡、5月サービス提供分事務連

絡及び6月サービス提供分事務連絡により、4月サービス提供分、5月サービス提供分及

び6月サービス提供分について概算による請求を行った介護サービス事業所等に限り、当

該事業所等の状況に鑑み、引き続き通常の手続きによる請求を行うことが困難な場合には、

　7月サービス提供分（8月提出分）についても、1か月分を通して概算による請求を行う

　ことができるものであること。

　　これ以外の場合については、下記3により、通常の方法により請求を行うこと。



　なお、平成23年8月サービス提供分（9月提出分）以降の介護報酬等の請求については、

被災地における介護サービス事業所等の状況に鑑み、原則として概算による請求を行わな

いこととし～引き続き、通常の方法による請求が困難な介護サービス事業所等については、

個別に審査支払機関に相談する取扱いとする予定である。

2　概算請求を行う場合の取扱いについて

　（1）概算による請求を選択する介護サービス事業所等については、やむを得ない事情が

　　ある場合を除き、平成23年8月10日（水）までに概算による請求を選択する旨、各国

　　民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）に対して別紙の様式により届け出

　　　ること。

　　　また、提出期限に遅れたものについては、翌月以降に提出するものとすること。

（2）概算請求で支払われる介護報酬等の算出方法

　　原則として平成22年11月サービス提供分から平成23年1月サービス提供分までの介

　護報酬支払実績により（当該介護サービス事業所等について特別な事情がある場合に

　は、別途介護サービス事業所等と調整をする。）、下記により算出して支払を行うこ

　ととなること。

平成2．2年11月～平成23年1月
　　　　介護報酬等支払額

×　 31　×　 （1十〇．　022）

92

（3）この方法の対象となる請求の範囲については、公費負担医療に係るものについても

　含まれること。

（4）この方法による請求を選択した介護サービス事業所等については、この方法による

　概算額をもって平成23年7月サービス提供分の介護報酬等支払額を確定するもので

　あること。

（5）概算請求が行われた介護報酬等に関する市町村等の支払については、介護サービス

　事業所ごとに．平成22年11月から平成23年1月までの各市町村等の当該介護サービス

　事業所に対する介護報酬等支払実績に基づき各国保連において按分すること。

（6）介護報酬等を概算請求した介護サービス事業所等に係る介護職員処遇改善交付金に

　ついては、平成22年11月サービス提供分から平成23年1月サービス提供分までの支払

　実績により、上記2（2）の算出方法に準じて計算を行い（ただし、0．022を計算に

　加えない）、支払うものとする。

3　その他の通常の方法による請求を行う場合の取扱いについて

　平成23年7月サービス提供分（8月提出分）に関し、その他の通常の方法による請求を

行う場合には、4月サービス提供分事務連絡の3と同様に取り扱うこと。なお、請求明細

書の提出期限は、通常どおり、8月10日（水）とすること。



（別紙）

　　　　　　　東日本大震災に関する概算による

介護報酬等請求に関する届出書（平成23年7月介護サービス提供分）

事業所番号

　東日本大震災に関し、下記の要件に該当するため、7月介護サービス提供分について、’

概算による介護報酬の請求を行います。

平成　　年　　月 日

請求事業所等

所在地及び名称：

開設者名・事業者氏名 印

審査支払機関　　殿

記

　災害救助法適用地域（東京都の区域を除く。）に所在し、3月12日以降のサービス提供

分、4月サービス提供分、5月サービス提供分及び6月サービス提供分について概算によ
る請求を行った介護サービス事業所等であって、当該事業所等の状況に鑑み、引き続き、

通常の手続きによる請求を行うことが困難な場合であること。


